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第３章 復旧・復興事業の考え方 

東日本大震災による巨大津波により、甚大な被害を被った沿岸部の復旧・復興を進めるにあ

たって、海岸堤防・河川堤防の復旧は最優先に取り組むべき事項の一つであった。 

海岸堤防・河川堤防の高さ設定や、東日本大震災における海岸堤防・河川堤防の被災メカニ

ズム及び被災メカニズムを踏まえた構造設定等について以下に示す。 

 

１ 津波防御の考え方 

これまでの津波対策では、過去に繰り返し発生し、近い将来同様の地震が発生する可能性が

高く、切迫性が高いと考えられる津波を想定してきたが、今回の大震災の津波はこの想定を大

きく上回り、甚大な被害を発生させた。発生頻度が低く規模の大きい津波に対してまで背後を

構造物のみで守りきることは困難であり、今回の津波によって水位低減、津波到達時間の遅延、

海岸線の維持等で一定の効果が見られたものの、構造物の防災機能にのみ依存することの限界

が改めて認識された。 

震災以降、中央防災会議、復興構想会議等において様々な議論がなされ、「災害に上限なし」

という認識のもと、最大クラスの津波が発生した場合においても「人命が第一」として、ハー

ド・ソフト施策を総動員する「多重防御」を津波防災・減災対策の基本とすることされ、この

考え方は、「東日本大震災からの復興の基本方針」にも位置付けられた。 

また、中央防災会議が平成 23 年 9 月に公表した最終報告では、今後の津波対策を構築する

にあたっては、津波の規模や発生頻度に応じて、基本的に下記に挙げる 2 つのレベルの津波を

想定するとしている。 

 

 津波防護レベル(L1) 津波減災レベル(L2) 

想定 

U数十年から百数十年の頻

度 Uで発生すると考えられ

る津波 

津波防護レベルをはるか

に上回り，構造物対策の

適用限界を超過する津波

防護 

 

目標 

・ U人命保護 

・日常生活機能維持 

・財産保護 

・経済活動の継続 

・発災直後に必要な沿岸

部機能の維持 

・ U人命保護 

・経済的損失の軽減 

・二次災害の防止 

・早期復旧 

対象 

津波 

明治三陸(1896 明治29年) 

チリ津波(1960 昭和35年)等 

貞観津波(869) 

今次津波(2011)等 

 

 

 

  

津波防護レベル(L1) 

津波減災レベル(L2) 

粘り強い

構造 

防潮堤 

数 m の越流 
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２ 津波による海岸堤防・河川堤防の被災メカニズム 

巨大津波により、海岸堤防・河川堤防は大きな被害を被った。 

被災のメカニズムは以下に示す２つに分類され、被災メカニズム１では、津波の到達（押し

波）により堤防背後が洗屈され、さらに裏のり、天端が倒壊、その後の引き波によりさらに侵

食されることで、表のりが倒壊するというものであった。被災メカニズム２では押し波により

天端が流出し、さらに裏のりが倒壊、その後の引き波によりさらに侵食されることで、表のり

が倒壊するというものであった。 

 

海岸保全施設の被災メカニズム１（背後の洗掘） 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸保全施設の被災メカニズム２（天端の流出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 被災メカニズムを踏まえた高さ設定や構造上の工夫 

被災時の被災要因等を踏まえ、復旧・復興にあたっての河川堤防・海岸堤防の高さや構造に

関して各種の対応や工夫を行った。対応や工夫のポイントを以下に示す。 

 

（１）堤防高さの設定 

海岸堤防 

痕跡高や歴史記録・文献等の調査で判明した過去の津波の実績と、必要に応じて行うシミュ

レーションに基づくデータを用いて、一定頻度「数十年から百数十年に一度程度」で発生する

津波の高さで設定するものと、高潮対策に必要な高さを比較し、いずれか高い方を海岸堤防の

計画堤防高とする。 

設計津波は、地域海岸ごとに設定することを基本とする。地域海岸は、沿岸域を「湾の形状

や山付け等の自然条件」等から勘案して、一連のまとまりのある海岸線に分割。【宮城県は 22

地域海岸（ユニット）に分割】 

① 

・津波が到達（押し波） 
・堤防背後を洗掘 

② 

・背後の洗掘により、裏のり、

天端が倒壊 

③ 

・引き波でさらに侵食 
・表のりが倒壊 

・津波が到達（押し波） 
・天端が流出 

・裏のりの倒壊 
 

・引き波でさらに侵食、倒壊

が進行 

① ② ③ 
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余裕高は、地震発生による地盤沈下や堤防の沈下、津波シミュレーションの計算誤差、計算

上反映できない微地形による津波増幅等を考慮して 1.0m とし、「設計津波の水位」に加える。 

高潮対策に必要な堤防高との比較として、計画高潮位に 30 年に 1 回程度発生が見込まれる

波浪のうちあげ高を加えた堤防高と津波計画堤防高を比較し、高い方を堤防高とする。【 基本

計画堤防高 】 

 

 

 津波対策の計画堤防高  

 

 

 

 

 

 

 高潮対策の計画堤防高 

 

 

河川堤防 

・河川堤防は「宮城県 河川・海岸施設等設計マニュアル（案） 【津波・高潮対策編】」（平

成２６年１１月、宮城県土木部）を作成し、河川堤防の復旧方針を定めた。 

・河口付近の高さは、海岸堤防と同じ高さとなる 

・河口から第一の山付部もしくは橋梁（道路盛土）部まで、水平に設定する。 

計画堤防高

計画堤防高＝設計津波の水位＋余裕高 

計画堤防高＝朔望平均満潮位＋高潮偏差＋打上高＋余裕高 
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・河川津波遡上シミュレーションの計算水位に「１ｍ」を加えた水位を包含するように、上

流に向かって階段状に堤防高を下げていく 

・異なる堤防高のすりつけ勾配は６％を標準とする 

 

 
 

 

（２）粘り強い海岸堤防構造の採用 

Ｌ２対応として、堤防が破壊、倒壊するまでの時間を少しでも長くし、避難時間を確保する

ために、粘り強い海岸堤防構造を採用した。 

 

粘り強い構造のポイント 

・表のり被覆工と同程度に天端被覆工、裏のり被覆工の構造を強化する。 

・越流水の落下点である裏のり尻に幅広く洗掘防止工を設ける等の強化を行う。 

・背後の落差を小さくするため、天端幅を広くし背後への擦り付け勾配を緩勾配化する。 

・天端工と背後との高低差を小さくする。 

・天端被覆工を、表のり被覆工および裏のり被覆工と接合させる。 

 

 

 

  

陸側 海側 
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（３）河口部における堤防方式の採用 

今回の津波では県内１７の河川防潮水門の全てが閉扉したものの、１６水門で激しく被災し、

操作不能に陥ったことから、再開門に時間を要し、湛水排除の支障となった。以上のことから、

社会的影響、経済性、水門の維持管理及び操作の確実性、まちづくりの観点を含めた総合的な

検討を行った上で、本県では、単に原形復旧にとらわれず、水門方式ではなく「堤防方式」を

基本とした河川津波対策を行なっていく方針とした。 

水門方式 

水門を河口部に築造し、海岸堤防 

と水門とで津波を防御する方式 

 

 

 

堤防方式 

河川堤防を河口部からの背水影響 

区間に築造し、河川を遡上する津波 

を防御する方式 

 

※津波の河道遡上シミュレーション 

に基づいて、背水影響区間の範囲 

や河川堤防の高さを設定。（津波 

で決定される場合） 

 

（４）河川断面の考え方 

河川堤防は、既設護岸が被災又は無い場合には、二割堤で計画し、既設護岸が健全な場合に

は、既設護岸の背後から二割堤で計画する。二割堤で計画する場合断面の決定方法は、「現況

河床を尊重した河床計画を設定」、「ＨＷＬは、現況のＨＷＬの高さと同等」、「現況流量と同等

の流量を確保」、以上の条件を踏まえて、河川計画を策定する方針とした。 

 

ⅰ 既設護岸が被災又は無い場合 

・「東北地方太平洋沖地震の災害復旧に係る技術基準」（平成２４年９月）や「宮城県 河川・

海岸施設等設計マニュアル（案）【津波・高潮対策編】」（平成２６年１１月）に定めると

おり、傾斜堤を標準とし、法勾配は堤防高に応じて下表のとおりとする。 

堤防高（盛土高） 法面勾配 

Ｈ＜5 1：2.0 

5≦Ｈ≦8 1：2.5 

8≦Ｈ 1：3.0 

 

ⅱ 既設護岸が健全な場合 

・既設護岸の背後から傾斜堤により計画する。 

 

ⅲ 断面の決定方法 

・計画流下断面は、被災前の断面積を尊重し計画した。 
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・計画ＨＷＬは、被災前の自己流ＨＷＬを水位上限とし計画した。 

・計画断面は、上記の条件を踏まえ不等流計算により設定した。 

 

既設護岸が被災又は無い場合の横断図 

 

  

 
 

既設護岸が健全な場合の横断図 

 

 
【備考】 

河川断面の検討において、当初河床幅を確保し計画していたが、現況が５分護岸の場合現況

流下能力に対して計画流下能力が上回ることから、この様な河川断面の考え方となった。 

河川堤防の高さについては、河口部の海岸堤防高さをレベルバックした堤防高と自己流の堤

防高が交差する箇所までレベルバックした。 

 

 

（５）堤防位置の考え方 

災害復旧事業は、原形復旧を原則としているが、東北地方太平洋沖地震を教訓とし、海岸保

全施設の災害復旧計画等は、新たな設定方法により求めた設計津波の水位「数十年から百数十

年の頻度で発生している津波」と高潮の高さを比較して、高い方の高さを対象にして計画して

いることから、堤防の高さについては、従来の堤防高より高くなったとしても、原形復旧とみ

なして災害復旧事業は計画されている。 

しかし、堤防法線については、従来どおりの考え方を踏襲し、既存の堤防法線を尊重して計

画した。 

 

 

 

 

 

 

  

　計画断面

　現況断面

　計画断面

　現況断面

▽HWL

▽HWL

河川堤防高（津波対応）

河川堤防高（津波対応）

原形位置 

復旧位置 

原形法線位置 

復旧法線位置 

横断模式図 平面模式図
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（６）覆土の考え方 

堤防の覆土については、将来的な維持管理の簡便性を考慮して当初、覆土は行わない方針で

あったが、学識者や地元要望等で景観や環境への配慮から堤防緑化の議論が高まっていること、

また、平成 26 年 3 月に「美しい山河を守る災害復旧基本方針」が改定され、河川災害復旧箇

所は原則として覆土を行うこととされていることから、河川・海岸の L1 堤防の覆土について

行うこととし、平成 26 年 9 月 11 日に「L1 堤防の覆土について（通知）」、平成 28 年 5 月 30

日に「L1 堤防覆土の施工管理基準について（通知）」を示し、覆土を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

４ 広域で甚大な災害復旧事業への対応状況 

（１）発注規模が大きく工事期間が長い 

○東日本大震災における公共土木施設の被害額は、県全体で 8,785 億円であり、そのうち県所管

施設は 2,296 件、7,506 億円と膨大であり阪神淡路大震災や新潟中越地震を大きく上回る規模

となっている。 

○震災から 9 年が経った現在でも、災害復旧事業は箇所ベースで 95％の完成率となっている。 

○また、沿岸部の災害復旧事業の契約単位は、10 億円前後が標準的な発注ロットとなっており、

U河川で 25 件、海岸で 8 件がＷＴＯでの対応 Uとなっている。 

※令和元年１2 月末 県の公共土木施設災害復旧事業 
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（２）同時期に同地区で多数の工事が輻輳する 

○河川・海岸災害復旧事業以外にも、沿岸部では、港湾や漁港、農地海岸などの管理者が異なる

海岸堤防工事が隣接工事として行われている。 

 

○また、河川・海岸堤

防の背後では、市町

によるまちづくり事

業や道路事業などが

進められている。 

○災害復旧・復興事業

が早期に完成するた

めには、担当する工

事を優先することな

く、関係する工事な

ど全体の工程に配慮

し、工程調整を行う

ことが必要となって

いる。 

 

 

（３）様々な職員等が担当 

○災害復旧事業を進めるためには、宮城県のプロパー職員だけでは、人材不足となることから、

他県からの自治法派遣職員をはじめ、再任用職員や任期付職員などのあらゆる手段を使い人材

確保を行っている。 

○平成 31 年度については、17 の都県からの自治法派遣職員 47 人と再任用職員 34 人、任期付職

員 46 人にプロパー職員 846 人の 973 人の体制で事業を進めた。 

○上記の様々な職員を配してもなお、工事の監督職員が人員不足となっているため、監督員補助

業務として、建設コンサルタント等に外務委託している状況である。 

 

平成３１年度 土木部人員体制         （4/1 現在） 

 プロパー職員 自治法派遣職員 再任用職員 任期付職員 計 

事務職 ３１０ ２５ １４ ２３ ３７２

技術職 ５３６ ２２ ２０ ２３ ６０１

計 ８４６ ４７ ３４ ４６ ９７３

 

  

宮城県土木部復興まちづくり推進室ＨＰより

「復興まちづくり事業カルテ」


